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新市建設計画の変更に係る新旧対照表 
 
該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

1 

Ⅰ 序論 

１ 合併の

必要性 

 

（１）銅山でともに栄えた歴史を活かしたまちづくり 

別子銅山により今日の基礎が築かれた新居浜市、別子山村は文化・歴

史的背景を共有している。別子山村から多くの鉱山関係者が住居を移し

たため同村出身の新居浜市在住者も多く、また昭和 55 年度までは新居

浜・西条広域市町村圏に属していた経緯があるなど、人々の絆も強固な

ものがある。近年では、両市・村及び旧伊予三島市において「別子はな

街道」の取組みを進めるなど、協力連携してまちづくりを進めてきた。 

 （以下省略） 

 

 

（１）銅山でともに栄えた歴史を活かしたまちづくり 

別子銅山により今日の基礎が築かれた新居浜市、別子山村は文化・歴

史的背景を共有している。別子山村から多くの鉱山関係者が住居を移し

たため同村出身の新居浜市在住者も多く、また昭和 55 年度までは新居

浜・西条広域市町村圏に属していた経緯があるなど、人々の絆も強固な

ものがある。近年では、両市・村及び伊予三島市において「別子はな街

道」の取組みを進めるなど、協力連携してまちづくりを進めてきた。 

 （以下省略） 

3 ２ 計画策

定の方針 

 

（１）計画の趣旨  （省 略） 

（２）計画の構成  （省 略） 

（３）計画の期間 

 建設の基本方針は、長期的な視野に立ったものであり、建設計画、公

共施設の配置及び財政計画は、平成 15 年度から平成 25 年度までの 11

か年計画とし、平成 15 年度から平成 19 年度までの 5 年間を前期計画と

し平成 20 年度から平成 25 年度までの 6 年間を後期計画とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）計画の趣旨  （省 略） 

（２）計画の構成  （省 略） 

（３）計画の期間 

 建設の基本方針は、長期的な視野に立ったものであり、建設計画、公

共施設の配置及び財政計画は、平成 15 年度から平成 24 年度までの 10

か年計画とし、平成 15 年度から平成 19 年度までの 5 年間を前期計画と

し平成 20 年度から平成 24 年度までの 5 年間を後期計画とする。 

ただし、具体的施策については前期計画分の概算事業費を明示し、後

期計画の具体的施策及び概算事業費、財政計画については適正な時期に

見直しを行うものとする。 
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度 
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年 
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年 

度 
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

4 

Ⅱ 新居浜

市・別子

山村の概

況 

１ 位置と

地勢 

 

 

 

 

 

２ 人口と

世帯 

３ 産業の

推移と動

向 

 

 

 

 

 新居浜市・別子山村は、愛媛県東部に位置し、東西、南北とも約 20km

あり面積は 234.30k ㎡ある。南部には高山植物の宝庫として知られる海

抜 1000m 級の赤石山系が連なり、北部は瀬戸内海の燧灘に面し、東部は

旧伊予三島市と旧土居町に、西部は西条市に、南部は旧本川村・大川村

に接している。 

 （以下省略） 

  

（省 略） 

 

 （省 略） 

 

 

 

 

 新居浜市・別子山村は、愛媛県東部に位置し、東西、南北とも約 20km

あり面積は 234.30k ㎡ある。南部には高山植物の宝庫として知られる海

抜 1000m 級の赤石山系が連なり、北部は瀬戸内海の燧灘に面し、東部は

伊予三島市と土居町に、西部は西条市に、南部は本川村・大川村に接し

ている。 

 （以下省略） 

 

 （省 略） 
 
 

 （省 略） 
 

 Ⅲ 建設の

基本方針 

１ 建設の

目標 

   ～ 

５ 土地利

用構想 

 

 

 

 （省 略） 

 

 

 

 （省 略） 
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

14 

Ⅳ 新市の

施策 

１ 自然環

境の保全

と活用 

 

 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）森林環境の保全と活用 

 別子山地域の森林は、水源のかん養や土砂の流出・崩壊防備機能等の

公益的機能が高く、木材生産をはじめとする林業経営にとっても非常に

重要な地域であることから、当地域の自然環境、すなわち森林環境を保

全し、地域資源として活用することは、地域振興策として、有効な手段

でもある。 

  このため、豊かな森林資源を活かし、地球温暖化防止に役立つ森林の

施業に係る費用を助成するとともに、体験型環境学習、自然探索等の場

として活用することにより、地域交流事業を推進する。 

 

【具体的施策】 

                                        （単位：百万円）   

事  業  名 事 業 の 概 要 11 年間の概算事業費  

森林環境の保全と活

用 

 

地球温暖化防止森林

環境保全整備事業 

 

１９ 

 

 

【国・県事業】 

 

森林環境の保全と活

用 

森林環境保全整備事業  

 

 

 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）森林環境の保全と活用 

 別子山地域の森林は、水源のかん養や土砂の流出・崩壊防備機能等の

公益的機能が高く、木材生産をはじめとする林業経営にとっても非常に

重要な地域であることから、当地域の自然環境、すなわち森林環境を保

全し、地域資源として活用することは、地域振興策として、有効な手段

でもある。 

  このため、豊かな森林資源を活かし、地球温暖化防止に役立つ森林管

理システムのモデルを産学官共同で構築するとともに、体験型環境学

習、自然探索等の場として活用することにより、地域交流事業を推進す

る。 

【具体的施策】 

                                        （単位：百万円）   

事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費  

森林環境の保全と活

用 

地球温暖化防止森林

管理システムモデル

づくり事業 

１０ 
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都市基

盤の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）交通体系の整備 

① 幹線道路の整備 （省 略） 

② 生活道路の整備 

 住民生活に密着した生活道路については、利便性の確保と防災対策の

ため、市道大野線、市道蔭地線の拡幅、舗装等を計画的に推進する。 

③ 交通機関の整備 （省 略） 

（３）情報・通信の整備 

① 行政機関のネットワーク化 （省 略） 

② 移動通信電話のエリア拡大 （省 略） 

③ 地上デジタルテレビ放送への対応 

別子山地域における地上デジタルテレビ放送の難視聴を解消するた

め、その対応策を検討し、アナログ放送が終了する平成 23 年 7 月まで

に整備を行うこととする。 

④ ブロードバンドアクセスネットワーク（高速・大容量通信）への対

応 

ブロードバンド・ゼロ地域を解消するため、別子山地域におけるブロ

ードバンド整備の手法を検討し、整備を行うこととする。 

（４）支所庁舎等サービスの維持・整備 （省 略） 

 

【具体的施策】 

                                        （単位：百万円）   

事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費  

交通体系の整備 市道大野線、蔭地線 ２９９  

 市道角野船木線 ７８９  

 
市道中須賀上原線 

（都市計画道路西町中
９８０ 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）交通体系の整備 

① 幹線道路の整備 （省 略） 

② 生活道路の整備 

 住民生活に密着した生活道路については、利便性の確保と防災対策の

ため、村道大野線、村道蔭地線の拡幅、舗装等を計画的に推進する。 

③ 交通機関の整備 （省 略） 

（３）情報・通信の整備 

① 行政機関のネットワーク化 （省 略） 

② 移動通信電話のエリア拡大 （省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）支所庁舎等サービスの維持・整備 （省 略） 

 

【具体的施策】 

                                        （単位：百万円）   

事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費  

交通体系の整備 村道大野線、蔭地線 ２５０  

 市道角野船木線 １，０００  

 市道中須賀上原線 

（都市計画道路西町中
５４０ 
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 生活環

境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村線） 

 市道上部東西線 ３４０  

 バス路線開設事業 １１５  

市街地の整備 
新居浜駅前土地区画整

理事業 
１５，１７８ 

 

情報・通信の整備 
移動通信用鉄塔施設整

備 
１４９ 

 

 地域情報通信基盤整備     １２  

支所庁舎等サービス

の維持・整備 
別子山支所整備事業 ２１９ 

 

 

【国・県事業】 （省 略） 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）消防・防災及び救急体制の整備 

 消防・防災及び救急体制の整備については、四国中央市消防本部に委

託を行っているが、市民生活の根幹に関わる最重要課題であることか

ら、災害時等に迅速な対応が可能な初動体制を強化するため、無線通信

設備等の整備により、情報連絡体制を確立し、各消防機関との連携体制

を強化する。 

 消防分団についても、組織の再編強化を行うことにより、非常備消防

力を含めた全体的な消防対応力の向上を図る。 

 また、災害等の非常時における的確な情報収集や伝達手段を確保する

ため、防災行政無線の整備を行う。 

（２）電気の安定供給システムの確立  

 電力の供給については、住民の生活基盤であり、四国電力への切り替

え、民間会社への移管による水力発電の継続等について協議を行い、よ

村線） 

 市道上部東西線 ５０  

 バス路線開設事業 ７６  

市街地の整備 
新居浜駅前土地区画整

理事業 
５，９２０ 

 

情報・通信の整備 
移動通信用鉄塔施設整

備 
１３０ 

 

    

支所庁舎等サービス

の維持・整備 

別子山支所整備事業 
２１９ 

 

 

【国・県事業】 （省 略） 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）消防・防災及び救急体制の整備 

 消防・防災及び救急体制の整備については、宇摩地区広域市町村圏組

合に委託の方向で協議を進めることとするが、市民生活の根幹に関わる

最重要課題であることから、災害時等に迅速な対応が可能な初動体制を

強化するため、無線通信設備等の整備により、情報連絡体制を確立し、

各消防機関との連携体制を強化する。 

 消防分団についても、組織の再編強化を行うことにより、非常備消防

力を含めた全体的な消防対応力の向上を図る。 

  

 

（２）電気の安定供給システムの確立  

 電力の供給については、住民の生活基盤であり、四国電力への切り替

え、民間会社への移管による水力発電の継続等について協議を行い、よ
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 保健・

医療と福

祉の充実 

 

り安定的な供給体制の確立を目指す。 

 

 

   

（３）飲料水の安定供給 

 安全な水の安定供給については、別子山地域住民の需要を十分把握し

た上で、現在ある別子山地域の県条例水道２か所を含めた飲料水供給施

設整備を行うこととする。 

（４）し尿処理体制の充実 （省 略） 

 

【具体的施策】 

                             （単位：百万円） 

 事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費 

消防、防災及び救急

体制の整備 

無線中継局等通信施設

整備 
７３ 

 

 
緊急通信指令施設の整

備 
３２９ 

 

 耐震性防火水槽の整備 ３２  

 消防分団詰所の整備 ３７  

 防災行政無線の整備 ３７６  

電力の安定供給シス

テムの確立 
      ―       ― 

 

飲料水の安定供給 飲料水供給施設整備 ５６６  

し尿処理体制の充実 合併処理浄化槽整備               １  

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 

り安定的な供給体制の確立を目指す。  

 ただし、現在、国において電力事業の全面自由化についての協議がな

されていることから、当分の間、現森林組合で事業を継続することも含

めて、慎重に検討することとする。 

（３）飲料水の安定供給 

 安全な水の安定供給については、需要を十分把握した上で、現在ある

別子山村地域の条例水道２か所を含めた簡易水道整備を行うこととす

る。 

（４）し尿処理体制の充実 （省 略） 

 

【具体的施策】 

                             （単位：百万円） 

 事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費 

消防、防災及び救急

体制の整備 

無線中継局等通信施設

整備 
９５ 

 

 
緊急通信指令施設の整

備 
４２１ 

 

 耐震性防火水槽の整備 ２６  

    

    

電力の安定供給シス

テムの確立 
      ―       ― 

 

    

し尿処理体制の充実 合併処理浄化槽整備               ６  

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 
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該 当 
ページ 項目名 変  更  後 現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 教育・

文化・ス

ポーツの

充実 

 

 

 

 

 

 

 

６ 産業の

振興 

 

 

 

 

 

 

                                            （単位：百万円） 

 事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費 

医療体制の整備・充

実 
別子山診療所開設事業            ６０ 

 

高齢者福祉の充実 
独居高齢者緊急通報シ

ステム整備 
２ 

 

 
生き生きデイサービス

事業 
１６ 

 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 

                                                            （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費 
学校教育の充実 小中学校校舎改修事業           ３５   
生涯学習の充実 公民館補修          ８   

地域文化の振興 
指定文化財ガイド等作成
事業 

            ３  
 

生涯・競技スポーツ
の振興 

体育施設環境整備事業 ２  
 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 

                                                            （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費 
観光事業の推進 筏津山荘改築事業 ３６３   

 
別子はな街道トイレ整
備事業 

５０  
 

 河又東平線改良事業 ４２   

                                            （単位：百万円） 

 事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費 

医療体制の整備・充

実 
別子山診療所開設事業            ８７ 

 

高齢者福祉の充実 
独居高齢者緊急通報シ

ステム整備 
２ 

 

 
生き生きデイサービス

事業 
３４ 

 

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 

                                                            （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費 
学校教育の充実 小中学校校舎改修事業           ８０   
生涯学習の充実 公民館補修        ２０   

地域文化の振興 
指定文化財ガイド等作成
事業 

            ５  
 

 
 

  

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 （省 略） 

【具体的施策】 

                                                            （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費 
観光事業の推進 筏津山荘改築事業 ３５６   

 
別子はな街道トイレ整
備事業 

７８  
 

 河又東平線改良事業 ６０   
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７ 定住促

進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 施設の

配置方針 

 

 
新市メモリアル観光イ
ベント開催 

３６  
 

近代化産業遺産の活
用 

近代化産業遺産保存活
用事業 

７  
 

林業の振興 林道網等整備事業   
       大田尾大湯線 ６０   
    保土野線 １８０  
    豊後線 ２８０   

 
   床鍋線 ３０   

地籍調査事業の推進 地籍調査事業 ２３０   

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）定住促進住宅の整備 

 市内外からの転居の受け皿として、活性化推進住宅を整備する。 

【具体的施策】 

                                                              （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 11年間の概算事業費 

定住促進住宅の整備 
別子山活性化推進住宅
新築事業 

          ６８  
 

 

 

 （省 略） 

 
 

新市メモリアル観光イ
ベント開催 

３０ 

 
 
 

 
 

 

林業の振興 林道網等整備事業   
       大田尾大湯線 ６０   
    保土野線 ８０  
    豊後線 １１４   
    床鍋線 ３６   
    赤石線 ９０   
地籍調査事業の推進 地籍調査事業 １４７   

 

【基本方向】  （省 略） 

【施策の方針】 

（１）定住促進住宅の整備 

 市内外からの転居の受け皿として、集合住宅を整備する。 

【具体的施策】 

                                                              （単位：百万円） 

事  業  名 事 業 の 概 要 ５年間の概算事業費 

定住促進住宅の整備 
別子山活性化推進住宅
新築事業 

          １３９  
 

 

 

 （省 略） 
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Ⅵ 財政計

画 

 

前期（15～19 年度） 

 

（１） 歳  入     （単位：百万円） 

区   分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

 地方税 16,256 16,083 17,055 18,356 18,912 

 地方譲与税 391 633 861 1,289 406 

 利子割交付金 126 127 81 60 62 

 配当割交付金 － 19 33 49 40 

 株式等譲渡所得割交付金 － 22 51 43 60 

 地方消費税交付金 1,128 1,265 1,164 1,197 1,200 

 ゴルフ場利用税交付金 42 38 43 45 38 

 自動車取得税交付金 145 170 144 151 152 

 地方特例交付金 431 452 439 433 173 

 普通交付税 6,266 6,112 6,447 4,341 3,130 

 特別交付税 900 919 837 775 600 

 交通安全対策特別交付金 27 26 26 28 27 

 分担金及び負担金 847 799 856 808 831 

 使用料及び手数料 820 791 804 798 810 

 国庫支出金 5,213 6,724 5,596 4,906 4,369 

 県支出金 2,089 2,018 2,380 2,102 2,226 

 財産収入 108 452 812 202 137 

 寄附金 21 45 22 13 15 

 繰入金 684 2,778 747 404 1,804 

 繰越金 1,291 1,299 1,932 1,189 900 

 諸収入 2,674 2,272 1,798 1,781 1,751 

 地方債 4,814 8,979 4,912 4,757 4,168 

 合  計 44,273 52,023 47,040 43,727 41,811 

前期（15～19 年度） 

（１）歳  入     （単位：百万円） 

区   分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

 地方税  16,224 16,329 16,515 16,462 16,598 

 地方譲与税  365 372 379 386 393 

 
301 301 151 151 151 

  

利子割交付金 
 
 
 

 

 地方消費税交付金  1,199 1,199 1,211 1,223 1,235 

 ゴルフ場利用税交付金  45 45 45 45 45 

 自動車取得税交付金  142 142 142 142 142 

 地方特例交付金  499 499 499 499 499 

 普通交付税  6,468 6,860 7,142 7,297 7,355 

 特別交付税  968 888 848 768 768 

 交通安全対策特別交付金  29 29 29 29 29 

 分担金及び負担金  558 599 643 691 742 

 使用料及び手数料  1,208 1,233 1,259 1,285 1,312 

 国庫支出金  5,499 6,107 6,185 6,452 6,551 

 県支出金  2,103 2,287 2,440 2,586 2,769 

 財産収入  25 24 24 23 23 

 寄附金  37 37 37 37 37 

 繰入金  554 984 1,322 266 168 

 繰越金  900 900 900 900 900 

 諸収入  1,920 1,949 2,179 2,200 2,224 

 地方債  4,210 6,890 4,282 3,779 3,751 

 合   計  43,254 47,674 46,232 45,221 45,692  
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（２） 歳  出     （単位：百万円） 

区   分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

 人件費  7,572 7,671 7,678 7,570 8,100 

 扶助費  6,380 7,325 6,898 6,941 7,364 

 公債費  5,226 7,777 5,228 5,231 5,399 

 物件費  5,869 6,109 5,514 5,704 6,040 

 維持補修費  225 241 244 272 299 

 補助費等  1,356 1,497 1,122 1,311 1,607 

 繰出金  6,143 6,382 6,354 5,634 5,443 

 積立金  2,017 778 2,584 2,235 620 

 投資・出資・貸付金  1,274 1,222 1,158 1,174 1,156 

 普通建設事業費  6,873 9,206 6,878 6,042 5,723 

 災害復旧事業費  39 1,883 2,192 243 30 

 予備費  0 0 0 30 30 

 合  計  42,974 50,091 45,850 42,387 41,811 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）歳  出     （単位：百万円） 

区   分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

 人件費  7,876 7,893 8,164 8,084 8,358 

 扶助費  6,677 7,091 7,531 7,998 8,494 

 公債費  5,425 7,023 4,847 4,608 4,313 

 物件費  6,086 6,283 6,487 6,697 6,914 

 維持補修費  282 298 315 333 352 

 補助費等  1,411 1,411 1,411 1,411 1,411 

 繰出金  6,566 6,583 6,701 6,585 6,558 

 積立金  11 10 12 24 12 

 投資・出資・貸付金  1,328 1,351 1,374 1,397 1,421 

 普通建設事業費  7,562 9,701 9,360 8,054 7,829 

 災害復旧事業費  30 30 30 30 30 

 予備費  0 0 0 0 0 

 合   計  43,254 47,674 46,232 45,221 45,692 
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（１）歳  入    （単位：百万円） 

区   分 平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25 年度

地方税 18,550 17,968 17,904 18,005 17,880 17,984 

地方譲与税 406 406 406 406 406 406 

利子割交付金 21 21 21 8 8 7 

配当割交付金 40 40 40 40 40 40 

株式等譲渡所得割交付金 60 60 60 60 60 60 

地方消費税交付金 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

ゴルフ場利用税交付金 38 38 38 38 38 38 

自動車取得税交付金 152 152 152 152 152 152 

地方特例交付金 173 173 62 62 62 62 

普通交付税 3,598 4,752 4,985 4,812 4,860 4,732 

特別交付税 700 700 700 700 700 700 

交通安全対策特別交付金 27 27 27 27 27 27 

分担金及び負担金 829 818 814 812 809 805 

使用料及び手数料 865 883 885 888 890 892 

国庫支出金 4,226 4,178 4,505 3,642 3,934 3,649 

県支出金 2,123 2,093 2,065 2,046 2,035 2,091 

財産収入 116 84 90 20 20 20 

寄附金 0 0 0 0 0 0 

繰入金 1,888 945 2,664 484 675 1,029 

繰越金 900 900 900 900 900 900 

諸収入 1,719 2,028 2,024 2,004 1,998 2,004 

地方債 3,723 2,969 4,247 2,467 3,328 1,646 

合  計 41,354 40,435 43,789 38,773 40,022 38,444 

後期（20～24 年度） 

（１）歳  入     （単位：百万円） 

区   分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

 地方税  16,734 16,601 16,721 16,864 17,009 

 地方譲与税  401 408 415 422 430 

151 151 151 151 151 

 

利子割交付金 
 
 
 

 

 地方消費税交付金  1,247 1,259 1,272 1,285 1,298 

 ゴルフ場利用税交付金  45 45 45 45 45 

 自動車取得税交付金  142 142 142 142 142 

 地方特例交付金  499 499 499 499 499 

 普通交付税  7,388 7,711 7,802 7,894 7,959 

 特別交付税  768 768 768 768 768 

 交通安全対策特別交付金  29 29 29 29 29 

 分担金及び負担金  797 856 919 987 1,060 

 使用料及び手数料  1,338 1,367 1,396 1,425 1,455 

 国庫支出金  5,792 5,946 6,259 6,221 6,394 

 県支出金  2,967 3,183 3,412 3,657 3,925 

 財産収入  23 23 23 23 23 

 寄附金  37 37 37 37 37 

 繰入金  0 0 0 0 0 

 繰越金  900 900 900 900 900 

 諸収入  2,018 2,040 2,062 2,085 2,108 

 地方債  2,810 2,835 2,983 2,842 2,831 

 合   計  44,086 44,800 45,835 46,276 47,063 
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（２）歳  出    （単位：百万円） 

区   分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

 人件費  8,348 7,885 7,968 7,779 7,756 7,864 

 扶助費 7,422 7,461 7,478 7,470 7,465 7,496 

 公債費  5,890 6,096 5,977 5,959 6,008 6,072 

 物件費  5,814 5,961 6,049 6,026 6,013 6,099 

 維持補修費  300 304 308 308 308 308 

 補助費等  1,548 1,588 1,607 1,598 1,593 1,625 

 繰出金  5,389 5,460 5,332 5,431 5,398 5,487 

 積立金  906 300 300 300 300 300 

 投資・出資・貸付金 1,088 1,130 1,149 1,141 1,135 1,169 

 普通建設事業費 4,589 4,190 7,561 2,701 3,986 1,964 

 災害復旧事業費 30 30 30 30 30 30 

 予備費  30 30 30 30 30 30 

 合   計 41,354 40,435 43,789 38,773 40,022 38,444 

 

（２）歳  出     （単位：百万円） 

区   分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

 人件費  8,966 8,540 8,719 8,635 8,611 

 扶助費  9,021 9,580 10,174 10,805 11,475 

 公債費  4,137 3,969 3,696 3,607 3,482 

 物件費  7,138 7,370 7,609 7,856 8,112 

 維持補修費  373 395 418 443 469 

 補助費等  1,411 1,411 1,411 1,411 1,411 

 繰出金  6,413 6,213 6,178 6,125 6,149 

 積立金  539 1,069 962 1,075 996 

 投資・出資・貸付金  1,445 1,470 1,495 1,520 1,546 

 普通建設事業費  4,613 4,753 5,143 4,769 4,782 

 災害復旧事業費  30 30 30 30 30 

 予備費  0 0 0 0 0 

 合   計  44,086 44,800 45,835 46,276 47,063 

 


